


























１　島田充子「改名許可基準と手続 ‐ 名の変更・氏名変更手続 ‐ 」判タ1100号267頁（2002年）。
２　島田充子「改氏許可基準と手続(1)‐氏と戸籍総論、子の氏変更‐」判タ1100号262頁（2002年）。
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この制約が氏については戸籍法107条１項の「やむを得ない事由」であり、
名については同107条の２の「正当の事由」である。これらの事由を通じ
て、氏名の有する個人的な利益と社会的な利益の調整を図っている。そし
て、氏の「やむを得ない事由」と名の「正当の事由」を比較すると、前者
のほうが厳格に解されている３。
　もっとも、名は氏と異なり、身分関係の変動に伴って変更されることはな
く、もっぱら個人の意思に基づいて変更されるものであり４、変更の動機は
問われない５。なお、原則として再度の改名はできないことになっている６。
　「正当の事由」の解釈の判定にあたっては、①営業上の目的から長年慣
行として襲名され、その必要があること、②同一地域に同姓同名者があり
社会生活上支障があること、③帰化した者で日本風の名に改める必要があ
ること、④神官僧侶となり、その社会では改名の必要があること、⑤珍
奇・難解・難読で社会生活上支障を来すこと、⑥異性と紛らわしい名で社
会生活上支障があること、⑦永年使用し通称として社会的に通用すること
等が考慮される７。そして、これらの７つの要件にうち、家裁実務で最も
多いのが⑦である８。
　性同一性障害者の場合は、①～⑥のいずれにも該当しないので、⑦によっ
て名を変更する以外に選択肢はない。それでは、性同一性障害者の名の変
３　谷口知平・戸籍法〔第三版〕281頁（1986年・有斐閣）。
４　大阪弁護士会弁護士研修委員会編・家庭裁判所甲類審判事件の実務〔新版〕4 87頁（2000
年・新日本法規出版株式会社）。
５　島田・前掲註(1)267頁。
６　大阪弁護士会弁護士研修委員会・前掲註(4)488頁。
７　島田・前掲註(1)267頁。なお、大阪弁護士会弁護士研修委員会・前掲註(4)487頁は、昭和
23・１・31民事甲37最高裁民事部長回答を参照して①営業上の目的から襲名する必要のあ
ること、②同姓同名の者があって社会生活上著しく支障のあること、③神官若しくは僧侶
となり、又は神官若しくは僧侶を辞めるために改名する必要のあること、④珍奇な名、外
国人にまぎらわしい名又は甚だしく難解、難読の文字を用いた名等で社会生活上甚だしく
支障のあること、⑤帰化した者で日本風の名に改める必要のあること等の有無が参酌され
るという要件を掲げている。しかしながら、筆者は、同回答を参照することができず、こ
れら５つの要件と島田判事の挙げられる要件と部分的に重複すること、本稿で問題となる
のは島田判事の挙げられる⑦の永年使用の要件であることから、本文中には島田判事の文
献を引用した。
８　島田・前掲註(1)267頁。
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更について、学説等はどのように考えられているのであろうか。
　まず、東海林判事は、性同一性障害ではない場合の名の変更について、
感覚としては、実務的には最低限５年ないし７年程度の使用期間を要する
のではないかと思われるとされている９。性同一性障害の場合は、性同一
性障害であると確定的に診断されていることが必要であり、名の使用期間
は３年以上と短縮されている10。
　次に、島田判事は、性同一性障害者の場合の永年は、事情により、一般
の基準より短くてよいであろうが、新しい名を全く使わずに、いきなり認
容を求めても難しいのではないか。性同一性障害が内心の事実に起因する
だけに、永年使用もなく、いきなり認めるのは困難であると思われるとさ
れている11。なお、島田判事は、一般の基準として成人の場合は少なくと
も５年以上の期間を念頭に置かれている12。
　また、大村教授は、性転換症の診断が下され、その治療のために性転換
の施術がなされた者については、正当の事由ありとしたとしても、他の理
由による名の変更と比してバランスを失することはないだろうとされる
（ただし、性転換症の診断・治療についての医学的な基準が確立されてい
ることが必要であると留保されていたが、今日では、後述のガイドライン
により医学的な基準が確立されているため、これに沿った診断確定がポイ
ントになる。）13。
　そして、棚村教授は、性同一性障害の場合にも、名の変更が認められる
ためには、①名の変更の目的・動機が正当であり、必要性があること（性
同一性障害・社会生活への一致）、②使用実績や社会的定着度もあること、
③名の変更による社会的混乱や弊害がないこと、④名の変更が認められな
９　東海林保「いわゆる性同一性障害と名の変更事件、戸籍訂正事件について」家月52巻７号
17頁（2000年）。
10　東海林・前掲註(9)28頁。
11　島田・前掲註(1)268頁。
12　島田・前掲註(1)267頁。
13　大村敦志「性転換・同性愛と民法(下)」ジュリ1081号62頁（1995年）。なお、最近の文献
では性転換（症）という語をあまり使用していないように見受けられるが、本文中では参
考文献の表記にしたがった。
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いと本人に苦痛や不利益が甚だしいことなどが必要であり、これらが認め
られる限り、診断の有無にかかわらず認容すべきであろうとされる14。
　（2）裁判例
　性同一性障害者の名の変更が争われた裁判例をまとめたものとして、脚
註にもあげた東海林保「いわゆる性同一性障害と名の変更事件、戸籍訂正
事件について」家月52巻７号58頁以下の別表１がある。ただし、筆者は、
ここに挙げられた裁判例を閲覧することができなかったので、改めて検索
した以下の公開された裁判例をもとに考察したい。以下で伏字等になって
いる個所は、判例集のままである。
【１】神戸家審平成21年９月15日家月62巻８号80頁
【事実】
　（1）申立人は、昭和32年×月×日に出生し、長男として出生の届出がさ
れた。
　（2）申立人は、幼少のころから生物学的性別（男性）に対する違和感を
感じており、女性になりたいという思いを有していたが、大学時代に
は男性として振る舞うように努力し、大学卒業後も男性として生活し
ていた。
　（3）申立人は、昭和58年×月×日、妻Ｄと婚姻したが、申立人と妻Ｄ（以
下、単に「妻」という。）の間に子はいない。
　（4）申立人は、生物学的性別に対する違和感について、平成16年に医
師の診察を受け、平成17年×月×日、○○病院医師から性同一性障害
疑いとの診断を受け、同年×月×日から△△病院を受診し、医師から
平成18年×月×日に性同一性障害との診断を受け、平成19年×月からは
ホルモン療法を受け始め、平成21年×月×日には性転換症との診断を
受けた。上記医師は、診断書において、心理検査では女性への同一化
を指摘されており、今後も女性として生活していく意思は固く、ホル
14　棚村政行「性同一性障害をめぐる法的状況と課題」ジュリ1364号5頁（2008年）。
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モン療法も継続しているため、改名は必要である旨の意見を述べてい
る。また、申立人は、平成19年×月、睾丸切除手術を受けており、将
来は性別適合手術を受けることを検討しているが、その具体的な予定
はない。
　（5）申立人は、学校教諭であるところ、生物学的性別に対する違和感に
つき、病院での診察を受けるとともに、徐々に周囲にカミングアウト
を行い、妻や勤務先の学校職員に対して説明を行った。もっとも、申
立人は、学校の保護者等に対しては、自己の性同一性障害の説明はせ
ずに、男性として接している。また、申立人は、仕事中は男性の格好
をし、仕事を離れた場では女性の格好をしている
　（6）申立人は、数年前からインターネット上の自己を表す名称（ハンド
ルネーム）として「△□」の名を使用し、インターネット上でのつな
がりを持った者から「A△□」あてで郵便物等を受け取っている。ま
た、申立人は、10年以上前に「△」の名の使用を考え、懸賞の応募等
はほとんど「△」の名を使用していたと述べ、「A△」あての郵便物
を少なくとも数通受け取っている。
【判旨】
　「以上の事実を踏まえて検討すると、申立人が性同一性障害、性転換症
との診断を受け、ホルモン療法を継続し、医師から改名が必要とされてい
ることからすれば、申立人は、心理的には女性としての意識を有している
にもかかわらず、通常は男性に用いられる戸籍上の名『○』を日常生活に
おいて使用せざるを得ないことで精神的苦痛を被っているということがで
きる。しかしながら、申立人が求める変更後の名の『△』は通常は女性の
名として受け止められると考えられるところ、仮に本件申立てのとおりの
名の変更が認められるならば、申立人は婚姻していることから同性婚の外
観が生じてしまうこと、学校教諭である申立人を男性として認識している
保護者等に混乱をもたらすことといった軽視し得ない社会的支障、混乱
が生じるといわざるを得ない。これに加え、申立人が求める変更後の名
の『△』は、使用実績をみても社会的に定着しているとはいい難いことに
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かんがみると、本件申立てにつき、戸籍法107条の２所定の『正当な事由』
があると認めるのは困難である。」
【２】大阪高決平成21年11月10日家月62巻８号75頁15（【１】の控訴審）
【事実】
　（1）抗告人は、昭和32年×月×日に父Ｂと母Ｃの長男として出生した。
　（2）抗告人は、物心がついたときから自分の生物学的性別（男性）につ
いて違和感を感じており、爪にマニキュアを塗るまねをしたり、姉の
服や靴を身につけたこともあったが、大学に入ってからは女性的な好
みを隠して男性として振る舞うように努力し、大学卒業後、教員とし
て働くようになってからはその方が円滑な社会生活を送れると考え
て、自分の中の女性的な面を隠して男性として生活してきた。
　（3）抗告人は、昭和58年×月×日、Ｄと婚姻の届出をし、現在まで同居
しているが、両名の間に子はいない。なお、当裁判所の質問に対する
回答書によれば、婚姻の点について、抗告人は、当時は、社会生活を
円滑に送るために自分が女性であることを封印していたころであり、
妻とは仲の良い友達であったことから、婚姻関係を結ぶことで男性で
あることを確立できると思い婚姻した、妻とは婚姻初期には性交渉は
あったが、徐々に減り、ここ20年間は性交渉はなく、その間、性同一
性障害が社会的にも認知されてきたので、妻も抗告人の気持ちを理解
してくれるようになり、時にはお互いの服を交換したりもしており、
本件の申立てについても支援してくれているというものである。
　（4）抗告人は、性同一性障害というものが医学的にも認められ、恥ずべ
きことではないと知り、平成17年×月×日に○○病院において性同一
性障害（疑い）との診断を、平成18年×月×日には△△病院において
同障害である旨の確定診断をそれぞれ受け、平成19年×月から平成21
15　梅澤彩・月報司法書士466号58頁（2010年）、大島俊之・民商144巻１号118頁（2011年）、
中路義彦・別冊判タ32号180頁（2011年）、渡邉泰彦・速報判例解説（法セミ増刊）９号93
頁（2011年）、澤田省三・戸籍867号15頁（2012年）。
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年×月×日まで□□病院でホルモン療法を受けている。さらに、並行
して、○○市内の××病院においてカウンセリングを受けた上、平成
19年×月×日にホルモンバランスのため、除睾術を受けた
　（5）平成21年×月×日付けの△△病院医師の診断書には、「染色体検査で
は正常男性核型、心理検査では女性への同一化を指摘されている。今
後とも女性として生活していく意志は固く、現在ホルモン療法も行っ
ているため、改名は必要であると考える。」と記載されている。
　（6）抗告人は、女性用の衣服しか持っていないが、勤務先の学校では、
勤務の性質上でジャージー等を専ら使用しており（ただし、色は赤や
ピンクが多い。）、特には女性であることを示すような格好をしている
わけではないが、抗告人は、私生活と区別して職場では男性として振
る舞うことが次第に難しくなっており、また、ホルモン療法等の影響
もあって、自然に女性的な面が出ていると認識している。勤務先の校
長、教頭等の上司には説明しており、同僚・職員にも説明しており、
保護者等には性同一性障害である旨の説明はしていないが、本件が許
可されれば、管理職と抗告人とで保護者に説明をする予定にしてい
る。
　（7）抗告人が申し立てる変更後の名である「△」については、抗告人
は、自分が運営するブログのハンドルネーム等に「△」や「△□」と
いう名を使ったり、親しい友人の間で「△」という名を使ったことは
あるが、名の変更許可を受けてから正式に使用することを考えてい
た。しかし、本件申立て後、知人等に「A△」の氏名で郵便物を出し、
「A△」宛の返事が来ており、また、公共料金の請求先の氏名も「A△」
に変更してもらった。
【判旨】
　「（1）戸籍法107条の２は、名の変更には正当な事由のあることが必要で
ある旨定めているところ、これは、名は氏とともに人の同一性を明らかに
するものであって、名を変更することは一般社会に対して大きな影響を及
ぼすものであるから、これをみだりに変更することを許さないこととし
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て、呼称秩序の安定を確保するとともに、当人に当該名を使用することに
よって社会生活上著しい支障があって、当該名の使用を強いることが社会
観念上不当であるとか、営業上や技芸上の襲名のように、変更後の名を使
用することが当人の社会生活上必要かつ相当であるという場合などには名
の変更を認めることとし、公益と個人の利益の調和を図ろうとするのがそ
の法意であると解される。
　（2）本件においては、抗告人は、性同一性障害に罹患しており、社会生
活上、自己が認識している性とは異なる男性として振る舞わなければなら
ないことに精神的苦痛を感じ、抗告人の戸籍上の『○』という名は男性で
あることを表示していることから、『○』という名を使用することにも精
神的苦痛を感じていると認められ、抗告人に責めに帰すべき事由があるな
ど、そのような精神的苦痛を甘受するのが相当であるといえるような事情
は認められないから、上記（1）の『当該名の使用を強いることが社会観
念上不当である』場合に当たるといえる。
　もっとも、名を変更することは当人だけの問題ではなく、一般社会に対
しても影響を及ぼすものであるから、この点について検討すると、抗告人
は、学校に勤務しているが、上司や同僚は抗告人が性同一性障害に罹患し
ていることを知っており、名の変更によって直ちに職場秩序に混乱を生じ
させるとは認められない。また、保護者等については、もともと抗告人は
学校内でも女性らしさが表に出ていたと認められることも考慮すれば、校
長や教頭などから適切な方法により説明すれば、A○教諭とA△教諭との
間に誤認混同が生じるおそれも少なく、教育の現場が混乱するとは直ちに
認められない。また、名の変更によって職場以外の抗告人の社会生活につ
いて混乱が生じるような事情も認められない。
　なお、抗告人は婚姻しているが、近時、一見一読しただけでは性別が明
らかでない名も増えてきていることは明らかであり、『△』という名が女
性の名であるとも断定できないから、『△』への名の変更によって直ちに
同性婚の外観を呈するといえるか疑問である上、戸籍上の性別が男性であ
ることは変わりがなく、そのような外観を呈したことにより一般社会に影
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響を及ぼすとはいえない。
　（3）上記（2）によれば、本件については、変更後の名である『△』の
使用実績が少ないとしても、抗告人の名を『○』から『△』に変更するこ
とには正当な事由があるといえる。」
【３】高松家審平成22年８月４日家月63巻８号61頁
【事実】
　（1）申立人は、昭和42年×月×日、父Ａ●●、母▲▲の長男として出生し、
平成２年×月×日（申立人23歳の時）、Ｂと婚姻し、申立人夫婦の間に、
平成３年×月×日長女（現在19歳）、平成６年×月×日長男（現在16歳）
が生まれた。
　（2）申立人夫婦は、平成20年×月×日、子２名の親権者をいずれも母と
して協議離婚した。
　（3）申立人は、平成22年×月×日付けで、甲病院医師××××により性同
一性障害と診断されている。
　（4）申立人は、平成22年×月×日付けで、乙病院医師××××により性同
一性障害と診断されており、治療ガイドラインに沿って同年×月×日
からホルモン療法を受けている。
　（5）申立人は、平成22年×月×日付けで、丙病院医師××××により「Ｍ
ＴＦ性転換症」と診断されており、精神神経学会の定めたガイドライ
ンに沿って治療中である。
　（6）申立人は「△△」の通称名を、平成21年×月ころから使用している
と述べている（客観的資料として残っているものの一番早いものは、
平成22年×月×日付けの「水道メータ取替のお知らせ」である。）。
【判旨】
　「そこで、申立人の本件申立てにつき、戸籍法107条の２に定める『正当
な事由』があるか否かについて判断する。
　申立人には、前記のとおり未成年の子が２人いるから、申立人が現在受
けている治療を継続し、性別適合手術を受けることとなったとしても、長
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男が成人するほぼ４年後までは、性別の取扱い変更手続はできない（法３
条１項３号）ものである。これは、未成年の子がいる者については、その
未成年の子の生育に関する影響等に配慮して、障害事由としているもので
（これは、平成20年法第70号による改正によって、それまで子があること
が障害事由であったものを、未成年の子がないことと適用範囲を拡大した
ものである。）、この趣旨は、本件名の変更についても考慮されるべきであ
る。
　そうすると、未成年の子のある者の、性同一性障害を理由とする名の変
更につき『正当な事由』を認めるためには、変更を求める通称名のある程
度の社会的定着性を要求せざるを得ないと考える。
　申立人の『△△』という通称名の使用歴は、申立人の申述によっても未
だ約１年に過ぎず、到底社会的に定着あるいはほぼ定着しているとは言え
ない（通称名の社会的定着が認められるようになれば、法による性別の取
扱いの変更手続が可能となる時点以前であっても名の変更が許可されるこ
ととなろう。）。
　以上の次第で、本件名の変更については、『正当な事由』が存するもの
とは認められない。」
【４】高松高決平成22年10月12日家月63巻８号58頁16（【３】の控訴審）
【事実】
　原審の事実を引用している。
【判旨】
　「２　正当な事由の有無について
　（1）戸籍法107条の２は、名の変更には『正当な事由』のあることを要
する旨定めているところ、これは、名は氏とともに、人の同一性を識別す
るために社会生活上極めて重要な意義を持つものであるから、みだりに変
更することを許さないものとするとともに、名を変更しなければ本人の社
16　谷口洋幸・季刊教育法172号88頁（2012年）、田中通裕・民商146巻２号217頁（2012年）、
村重慶一・戸時684号65頁（2012年）
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会生活上著しい支障がある場合には、名の変更を認めることとして、公益
と個人の利益の調和を図ろうとする趣旨の規定であると解される。
　（2）そこで、上記の観点から『正当な事由』の有無について検討する
に、記録によれば、①抗告人は、性同一性障害者であって、日常は女性と
して生活していること、②抗告人の戸籍上の名である『○○』は男性であ
ることを示すものであるため、抗告人は、性別アイデンティティーの維持
や社会生活における本人確認などに支障を来していること、③抗告人は、
現在、性同一性障害に関する治療のガイドラインに沿って、ホルモン療法
を受けており、最終的には、性同一性障害者の性別の取扱いの特例に関す
る法律（以下『法』という。）に基づき、戸籍上の性別を変更する予定で
あること、④抗告人は、『△△』の通称名を現在に至るまで少なくとも９
か月間余り使用しており、当該通称名は社会的に定着しているとまではい
えないが、一定程度の使用実績があること、⑤抗告人は、現在、失職中で
あり、名の変更によって社会的な混乱が発生するとは考え難いことが認め
られ、これらの諸点を総合すれば、抗告人について名を変更しなければ社
会生活上著しい支障があるということができるから、本件名の変更につい
ては『正当な事由』が存するものと認められる。
　（3）なお、抗告人には未成年の子が２人いる（記録によれば、いずれも
抗告人の前妻が親権者として監護養育していることが認められる。）から、
抗告人が現在受けている治療を継続し、性別適合手術を受けたとしても、
法３条１項３号により、長男が成人する平成26年×月までは、性別の取扱
いの変更をすることができない。
　しかしながら、法３条１項３号は、未成年の子がいる者について性別の
取扱いの変更を認めると、その子に心理的な混乱や不安等をもたらした
り、親子関係に影響を及ぼしかねないとの指摘があったことを踏まえて、
子の福祉の観点からこれを制限したものであるところ、性別の取扱いの変
更とは法律上の要件が異なる名の変更についてまで、法３条１項３号の趣
旨を当然に考慮しなければならないと解することは相当でないというべき
である。そして、本件において、抗告人の名の変更を認めることにより上
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記未成年の子らの福祉に悪影響が生ずる具体的なおそれがあることは、記
録上窺われないから、抗告人に上記未成年の子らがいることを理由とし
て、本件名の変更について『正当な事由』の存在を否定することはできな
い。」
【５】大阪家審令和元年７月22日判時2448号４頁
【事実】
　（1）ア　申立人は、平成28年12月13日、大阪家庭裁判所に対し、申立人
は性同一性障害であり、女性として生活しているところ、申立人
の名「B」は男性名であるので、これを「Ｃ」に変更したいとし
て、名の変更許可を求める申立て（大阪家庭裁判所平成28年（家）
第4407号。以下「前件申立て」という。）をした。
　　　イ　申立人は、前件申立てに際し、平成28年11月１日付けのＥの診
断書を提出しているところ、同診断書には、初診日は平成28年５
月２日であり、「性同一性障害」の診断名で同年11月１日まで女
性ホルモン療法（卵胞ホルモン、黄体ホルモンの筋肉注射）を定
期的に継続していることを証する旨の記載がある。申立人は、上
記のほかに、通称名「Ｃ」を使用していることの裏付けとして、
アルバイトの給与明細書の写し（平成28年８月ないし11月まで、
４か月分）や通勤定期（平成28年11月１日から同月30日までの１
か月定期）の写し等を提出した。
　　　ウ　申立人は、平成29年１月17日、前件申立てを取り下げた。
　（2）申立人は、令和元年６月10日、大阪家庭裁判所に対し、本件を申し
立てた。
　（3）申立人は、本件申立てにおいて、申立人が通称名「Ｃ」を使用して
いることの裏付けとして、前件申立て時に提出したアルバイトの給与
明細書の写しを補充したほか（平成28年６月及び同年７月の２か月
分）、国民健康保険被保険者証（令和元年５月７日に交付されたもの）
の表面の写し、Ｈ（医療法人Ｉ）の診察券の片面の写し、医療法人Ｉ
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の令和元年５月10日付け診療費請求書兼領収証（診療費明細内訳とし
て、初診料、処方箋料、通院精神療法が記載されている。）の写し、
Ｊ薬局の同日付け領収証（医療法人Ｉ処方薬の調剤に係るもの）の写
し、医療法人Ｉの令和元年５月24日付け診療費請求書兼領収証（診療
費明細内訳として、再診料、処方箋料、通院精神療法が記載されてい
る。）の写し、Ｊ薬局の同日付け領収証（医療法人Ｉ処方薬の調剤に
係るもの）の写し、平成28年の年賀状表面の写し２枚等の各資料を提
出した。ただし、最も古い資料は上記平成28年の年賀状表面の写し２
枚であり、申立人が平成27年３月から継続して通称名「Ｃ」を使用し
ていることを裏付ける資料は提出されていない。また、申立人は、申
立人が性同一性障害と診断されていることの裏付けとして、Ｆ心療内
科・精神科の平成30年７月13日付けの「診断書」写しを提出した。
　（4）申立人は、本件審問において、次のとおり陳述した。
　　　ア　申立人が性同一性障害の関係で初めて病院を受診したのは平成
17年であり、Ｄ病院の精神科を受診したが、問診を受けたにとど
まり、ホルモン治療等を行うまでには至らなかった。
　　　イ　申立人は、平成27年頃から、「個人輸入」で「エストロモン」
や「プロギノバ」（いずれも未承認医薬品である。）を入手して服
用するようになり、現在も服用を続けている。
　　　ウ　平成28年５月にＥを受診したのは、Ｅは注射代だけなら安いと
言われていたので、上記イの医薬品の服用を減らしてホルモン注
射をしようと思ったからである。Ｅに通っていた期間は覚えてい
ないが、１年以上は通院していたと思う。うつ病がひどくなり、
抗うつ薬の副作用で動けなくなったので、通院をやめてしまっ
た。現在は、体調が大分回復してきたので、もう少し余裕ができ
たら、Ｅでの治療を再開しようと考えている。
　　　エ　Ｆには１年半くらいは通院していたと思う。性同一性障害と診
断してもらうために受診したが、うっかり、うつ病を患っている
ことを申告してしまったので、通常１年くらいで済むところがそ
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れ以上の時間を要してしまった。
　　　オ　性別適合手術に向けて、もう一度Ｄ病院に行くために、既に紹
介状は書いてもらっているが、受診の具体的な予定はない。
【判旨】
　「前記認定事実によれば、申立人が求める変更後の名である『Ｃ』は、
その使用実績をみても、申立人の通称として永年使用され社会的に定着し
ているとまでは認められず、申立人が陳述した申立人の病歴、受診歴及び
現在の状況並びに申立人の提出資料からうかがわれる通院治療の状況等を
も併せ考えると、現時点で申立人の名を変更することにつき、戸籍法107
条の２の『正当な事由』があるとはいえない。」
【６】大阪高決令和元年９月18日判時2448号３頁17（【５】の控訴審）
【事実】
　（1）抗告人は、自らの性別や男性としての身体に違和感を覚え、平成17
年ころ、Ｄ病院精神科を受診し、性同一性障害と診断されたが経済的
理由から治療を継続できなかったと述べている。
　（2）抗告人は、平成27年頃から、個人輸入で婦人ホルモン剤を取得して
使用を始め、平成28年５月２日にはＥに通院を開始し、性同一性障害
との診断を受けて１年以上の間、ホルモン治療を受けたが体調不良に
より治療を中断した。
　（3）抗告人は、平成28年12月13日、大阪家庭裁判所に、性同一性障害で
あることから、使用する名前を「Ｂ」から本件と同じ「Ｃ」に変更し
たいことを理由として、定期券や給与明細書等の資料を添えて、名の
変更許可審判の申立てをした。しかし、抗告人は、平成29年１月17日、
上記申立てを取り下げた。
　（4）抗告人は、平成29年頃からＦ（心療内科・精神科）に約１年半通院
して、医師２名から性同一性障害の診断ガイドラインに沿った診断の
17　安達敏男＝吉川樹士・戸時804号57頁（2020年）。
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結果、性同一性障害であることの診断書（平成30年７月13日付）を得
た。
　（5）抗告人は、令和元年６月10日、大阪家庭裁判所に対し、「Ｂ」から
「Ｃ」に名の変更の許可を求める申立てをした。抗告人は、その資料
として、勤務先の給与明細書（平成28年６月分から同年11月分まで）、
Ｇ国民健康保険被保険者証（交付年月日令和元年５月７日）、通勤定
期券（平成29年３月１日から同月31日まで）、医療機関の受診時の氏
名、ハローワークカード（平成29年５月26日付）、ポイントカード、
就職先との「期間従業員雇用契約通知書（平成31年２月27日付）」等
を提出した。
　（6）原審は、同年７月22日、「Ｃ」の名が抗告人の通称として社会的に
定着していると認められないことと、抗告人の病歴、受診歴、通院治
療の状況等を併せて考慮し、戸籍法107条の２にいう「正当な事由」
があると認められないと、その申立てを却下した。
【判旨】
　「上記の事実によると、抗告人は、性同一性障害について診断ガイドラ
インに沿って診断を受けており、生物学的な性と心理的・社会的な性意識
としての性が一致せず、その不一致に悩み、生活上の不便が生じている。
抗告人は、その不便を解消するために、持続的な確信を持つ心理的な性に
合わせた名『Ｃ』の使用を平成28年６月から開始し、その名は、抗告人の
勤務先や通院先など社会的、経済的な関係において、継続的に使用されて
いる。このような事情の下では、抗告人の申立てには、戸籍法107条の２
にいう正当な理由を認めることができる。」
３．考察
　（1）学説等の考察
　まず、学説等について考察すると、以下のようになる。
　性同一性障害者の場合、名の変更について、使用期間が短縮される傾向
にあるが、東海林判事の見解は、永年使用の期間として、３年以上が必要
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とされている。また、島田判事の見解によると、５年以下でも認められる
ものと考えられる。大村教授、棚村教授は、期間については明示されてい
ない。以上より、使用期間について、実務的には３年ないし５年程度が一
つの目安になるものと思われる。
　なお、現在では、性同一性障害をかかえる人々の名の変更は、同障害の
診断書のみ添付すれば、数日で名の変更許可審判がおりているとも言われ
ている18。そうだとすると、期間の長短というよりも、大村教授が指摘さ
れているように性同一性障害と診断されているか否かのほうが重視されて
いることになる。また、針間医師によると、概して使用実績１年かつ精神
科医１名による性同一性障害の診断書があれば改名が認められるとも言わ
れている（場合によっては、使用実績も不要のこともある19。）20。
　ところで、「性同一性障害に関する診断と治療のガイドライン」による
と、性同一性障害と診断するには同障害に十分な理解と経験をもつ最低で
も２名の精神科医が診断にあたることが望ましいとしつつ、その診断に必
要な情報が集められるまで診察を行うので21、診断に必要な期間は当然の
ことながら個別具体的な事情によることになると思われる。そして、性同
一性障害の疑いのある者が反対の性別を表すような名あるいは中性的な名
を使用し始めたとしても、使用の前後のいずれかの時点で精神科医の診断
を受け始めることになると思われるので、診断の確定まで一定の期間は必
要になる。言い換えると、性同一性障害の場合ではない名の変更の場合に
も名の社会的通用性が求められることになるが、これもある程度は満たし
ているのではないかと思われる。
18　谷口・前掲註(16)88頁。
19　針間克己＝大島俊之＝野宮亜紀＝虎井まさ衛＝上川あや・プロブレムQ&A性同一性障害
と戸籍[増補改訂版]132頁〔針間克己〕（2013年・緑風出版）。
20　針間＝大島＝野宮＝虎井＝上川・前掲註(19)133頁〔針間〕。
21　日本精神神経学会・性同一性障害に関する委員会「性同一性障害に関する診断と治療のガ
イドライン（第４版）」精神神経学雑誌114巻11号1256 ～ 1257頁（2012年）。
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　（2）裁判例の考察
　次に、裁判例を検討すると、いずれも原審の結論を控訴審で否定して名
の変更を認めているという共通点がある。
　その中でも指摘されるべきなのは、性同一性障害者の性別の取扱いの特
例に関する法律（以下、「特例法」という。）と戸籍法の混同である22。つ
まり、【１】における「…名の変更が認められるならば、申立人は婚姻し
ていることから同性婚の外観が生じてしまうこと…」という部分、および
【３】における「…申立人には、前記のとおり未成年の子が２人いるから、
申立人が現在受けている治療を継続し、性別適合手術を受けることとなっ
たとしても、長男が成人するほぼ４年後までは、性別の取扱い変更手続は
できない（法３条１項３号）ものである。これは、未成年の子がいる者に
ついては、その未成年の子の生育に関する影響等に配慮して、障害事由と
しているもので…、この趣旨は、本件名の変更についても考慮されるべき
である…」という部分で特例法と戸籍法の混同が認められる。
　確かに、特例法３条１項２号は、現に婚姻している者は性別の取扱いの
変更を求めることはできないとしているが、これの趣旨は、性別を変更し
た結果としての現行法上認められていない同性婚の状態を防止することで
ある23。ただし、【１】は同性婚を超えて、同性婚の外観が生じることま
で考慮しており、特例法以上の厳格さを求めているものとも解される（同
性婚の外観まで否定されてしまうと、異性婚であっても中性的な名同士の
カップルだと婚姻が難しくなってしまうのではないかと思われる。）。この
点、【２】においては「…名の変更によって直ちに同性婚の外観を呈する
といえるか疑問である…」として、この部分を否定しており、妥当である
と考えられる。
　また、特例法３条１項３号は、現に未成年の子がいる者は性別の取扱いの
変更を求めることができないとしているが、これの趣旨は、親子関係など
22　谷口・前掲註(16)91頁。
23　南野知惠子監修・【解説】性同一性障害者性別取扱特例法88頁（2004年・日本加除出版株
式会社）。
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の家族秩序の維持と子の福祉に影響を及ぼすことを防止することである24。
そして、【３】は「…この趣旨は、本件名の変更についても考慮されるべ
き…」であるとしているが、その理由は明らかではない。この点、【４】
においては、「…性別の取扱いの変更とは法律上の要件が異なる名の変更
についてまで、法３条１項３号の趣旨を当然に考慮しなければならないと
解することは相当でない…」として、この部分を否定しており、妥当であ
ると考えられる。
　なお、そもそもわが国において性同一性障害の名の変更が戸籍法、性別
の変更が特例法という建付けになっているのは、特例法の制定に尽力され
た大島教授の情報提供に基づいて、国会議員等の関係者が名の変更につい
ては既に戸籍法で解決済みであり、新たな立法措置は不要と考えられたた
めである25。
　以上に対して、【５】【６】は、申立人・抗告人は性同一性障害の診断を
受けており、名の使用実績のみが問題となっている。【５】【６】で事実が
異なるが、申立人・抗告人は「Ｃ」という名を、給与明細を基準にすると
約４年にわたり継続的に使用している。この期間が永年使用として十分か
否かということであるが、既述のとおり、東海林判事や島田判事基準によ
ると認められることになると思われる。したがって、【６】が妥当である。
ちなみに、【６】では認定されていないが、【５】では申立人が平成28年の
年賀状表面の写し２枚を提出している。年賀状等の宛名は、当該個人が他
人からどのように呼称されているかが記載される一例であるので26、実際
に年賀状を作成するのは一般的に元日以前であるとしても、平成27年12月
あたりを起点として考える余地もあったのではないかと思われる。いずれ
にしても、最終的に名の変更が肯定されるという結論に影響するものでは
ない。
24　南野・前掲註(24)89頁。
25　大島・前掲註(15)121頁。
26　針間＝大島＝野宮＝虎井＝上川・前掲註(19)131頁〔針間〕。
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４．おわりに
　本稿は、性同一性障害者の名の変更について、学説等および裁判例を通
じて考察してきた。戸籍法107条の２の「正当の事由」は、性同一性障害
者に関する限り、永年使用し通称として社会的に通用することが必要にな
るが、どのくらいの期間にわたって使用すればよいのかの基準が統一され
ているわけではなかった。
　性同一性障害による名の変更の申立は平成10年以降に急増しているが27、
司法統計や判例集によっても、その実態はよく分かっていないと言われて
いる28。実態がよく分かっていない理由が、針間医師の指摘されるように
性同一性障害と診断されれば名の使用実績があまり問われないという事情
があるのであれば、申立等が不要ということであり、望ましい結果になっ
ていると言える。
　一部の裁判例においても、原審で認められた特例法と戸籍法の混同も控
訴審で訂正されており、妥当である。
　全体として、性同一性障害者の名の変更の問題は、望ましい解決がなさ
れているものと思われる。
以上
　今年度末をまたずに、私達の深く敬愛する照屋寛之先生が沖縄国際大学
を御退職されます。照屋先生の退職記念号への寄稿をお認めいただけたこ
とを名誉に思い、照屋先生とお話しさせていただいたＬＧＢＴに関する小
稿を捧げます。
　私は、照屋先生と一緒にお仕事をした期間はわすかに４年間ですが、そ
の間、わずかの行数で言い表せない様々なことを教えていただきました。
特に、今年度はコロナ禍で研究教育が全然思うように進まない中、照屋先
生は誰よりも遅くまで研究室に残り、お仕事をされていらっしゃいまし
27　東海林・前掲註(9)20頁。
28　大島・前掲註(15)120頁。
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た。また、私が講師から准教授に昇進した際には、中城湾を望む見晴らし
のよい素敵なレストランに連れて行っていただき、ランチをご馳走してい
ただきました。あるいは、新聞紙面やテレビを通じて、私を含む多くの沖
縄県民に平易な言葉で専門知を授けられました。そのような照屋先生のお
背中から多くのことを学ばせていただきました。
　これまでの照屋先生のご指導に改めて深謝申し上げるとともに、照屋先
生が今後ともご活躍を続けられ、私達をお導きくださいますよう、お願い
申し上げます。
